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ＪＥＴプログラムの概要
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語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）

◆ 招致国別の内訳

◆ 職種別内訳

アメリカ合衆国,
3047

英国, 685
カナダ, 564

オーストラリア, 266

フィリピン, 218

ニュージーランド, 202

南アフリカ, 178

アイルランド, 116

ジャマイカ, 73

シンガポール, 67
トリニダード･トバゴ, 66

韓国, 43 中国, 30 その他, 168

(総数5,723人)

（1）令和４年度の状況

• ALT（外国語指導助手） ：5,277人
⇒ 教育委員会や学校で、外国語教員等の助手として職務に従事

• CIR（国際交流員） ：437人
⇒ 地方公共団体の国際交流担当部局等で国際交流活動に従事

• SEA（スポーツ国際交流員） ：9人
⇒ スポーツを通じた国際交流活動に従事

※人数は、「令和４年度語学指導等を行う外国青年招致事業」の参加者数（R4.7.1時点）

・私立学校におけるＪＥＴ参加者の雇用に係る
都道府県の助成経費について、特別交付税措置
（算定：地方単独事業で一人上限602万円（自治体任用並び）×0.5）

○ ＪＥＴプログラム（The Japan Exchange and Teaching Programme）は、総務省、外務省、文部科学省及び（一財）自治体
国際化協会の協力の下、昭和６２年度にスタートし、今年度で３６周年。世界最大規模の人的交流プログラム（累計７７か国
から約７万５千人）として、全国各地の地域における国際化に寄与するとともに、参加者は帰国後も日本理解の促進に貢献。

○ 地方自治体等の要望に基づき、日本政府の在外公館において外国青年を募集・選考 ⇒地方自治体等で任用（最長５年）

・地方自治体におけるＪＥＴ参加者の任用に要する
経費（報酬・旅費など）について、普通交付税措置
（標準団体（人口170万人）の場合、約2億5千万円）

・地方自治体におけるＪＥＴ参加者の任用に要する
経費（報酬・旅費など）について、普通交付税措置等
（標準団体（人口10万人）の場合、120万円＋JET参加者数×482万円）

（2）地方財政措置

◆ 都道府県

◆ 市町村
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ＡＬＴ：Assistant Language Teacher（外国語指導助手）

●主に学校（小学校・中学校・高等学校）、または教育委員会に配属され、日本人外国語担当教員の助手として外国
語授業に携わり、教育教材の準備や英語研究会のような課外活動等に従事。JET参加者の90％以上がALT。

〔令和４年度：945自治体等が任用、31か国、5,277人〕

絵本を読み聞かせるＡＬＴ（福島県浪江市）授業の補助を行うＡＬＴ（北海道） 生徒と語らうＡＬＴ（北海道） 園児と一緒に踊って歌うＡＬＴ（岐阜県瑞浪市）

※ 各事例は自治体国際化協会ＪＥＴプログラムパンフレットより

ＣＩＲ：Coordinator for International Relations（国際交流員）

●主に地方公共団体の国際交流担当部局等に配属され、国際
交流関係事務、地域住民の異文化理解のための交流活動に
加え、多文化共生や外国人住民への支援、海外販路開拓等の
業務に従事（高い日本語能力が求められる)。

ＦＭに出演し、モンゴル文化等
を紹介するＣＩＲ
（静岡県伊豆の国市）

料理教室にて講師を務める
CIR
（滋賀県彦根市）

ＦＩＳＡ国際ボート連盟臨時総会で
通訳するCIR
（兵庫県豊岡市）

ＳＥＡ：Sports Exchange Advisor （スポーツ国際交流員）

●主に地方公共団体のスポーツ振興部局等に配属され、
特定種目のスポーツ専門家として、スポーツ指導に
加え、スポーツ関連事業の立案補助等の業務に従事。

サッカー少年団を指導するドイツ
からのSEA（北海道東川町）

試合前にボートの指導をする
アメリカからのSEA（長崎県）

〔令和４年度：７自治体等が任用、７か国、９人〕〔令和４年度：249自治体等が任用、35か国、437人〕

ＪＥＴプログラムにおけるＡＬＴ、ＣＩＲ及びＳＥＡについて
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JET青年、
JETプログラム経験者

地域の優良事例等の共有

自治体・地域づくり関係者

総務省

ＪＥＴプログラム参加者の地域活性化への活用について

○地域で生活するJET青年が地域の国際化の取組に、より一層貢献し、力強い
「日本のサポーター」として活躍してもらえるよう、自治体・地域づくり
関係者との交流の場である「JET地域国際化塾」を開催し、地域づくりの
優良事例やノウハウ等を学び、自治体・地域づくり関係者の想いを理解
・共有できるようにする。

○また、自治体・地域づくり関係者においても、JET青年からの新たな視点を
通じたグローカルな視点を持った地域活性化の取組が促進できるようにする。

○参加人数 ７０～８０名程度

○実施内容
・地域おこし協力隊等の地域で活動を行う方による事例発表
・地域づくり関係者が活動する地域での現地視察及びグループワーク 等

JET青年、JETプログラム経験者 自治体・地域づくり関係者
地域の優良事例や
ノウハウ等の共有

地域への愛着心・日本理解の深
化について、全国のJETネット
ワークで成果を共有

外国人の視点を踏まえた多様
な地域振興の実現

※平成27年度から令和4年度までに7回実施 H27 石川県、H29 茨城県、 H30 青森県、R1 宮崎県、R2鳥取県、R3 兵庫県、R4 福井県、R5 山梨県（予定）

地域の国指定重要文化財の維持や
地域文化の継承の重要性について、
地域づくり関係者との車座等を行う
ＪＥＴ青年参加者(R4.10月福井県)
左：千古の家 右上：漆器工房

開催県等のJET青年、JETプログラム経験者、自治体・地域づくり関係者、各団体の国際・地域振興部局の
職員、学者、NPO法人 等

「JET地域国際化塾」の開催

○約7.5万人のJETプログラム経験者が世界各地で、親日派・知日派として活躍。
○JETプログラム経験者の会（JETAA）を中心に、日本文化の普及活動等に

取り組んでいる。
○各国との友好関係を草の根レベルで支えており、日本の各地域の魅力等を

発信する際の貴重な人的資産となっている。
イベント来場者にJETプログラムを紹介

（JETAA NY支部)※JETAA（Alumni Association）:19か国53支部。会員数は約22,000人

JETプログラム経験者の活用

茶道パフォーマンスを開催
（JETAA NorthｰWest支部)
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ＪＥＴプログラムを取り巻く
社会経済情勢等の変化
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○ 在留外国人数は1990年ごろから大幅に増加し、リーマン・ショック（2008年）後減少に転じたものの、2013年
から再び増加傾向となった。2020年に新型コロナウイルス感染拡大の影響により再び減少に転じたが、2022
年には再び増加し、6月時点においては296万人となり過去最高を更新した。

在留外国人数の推移

（注１）「在留外国人数」は、各年12月末現在（22年のみ６月末現在）（法務省在留外国人統計）。「我が国の総人口に占める割合」は、総務省
統計局「国勢調査」及び「人口推計」による各年10月１日現在。

（注２）昭和60年までは外国人登録者数、平成２年から平成23年までは、外国人登録者数のうち「中長期在留者」に該当し得る在留資格をもっ
て在留する者及び「特別永住者」の数。

（
我
が
国
の
総
人
口
に
占
め
る
割
合
）
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地域における多文化共生施策の促進

○ 外国人住民の増加･多国籍化、在留資格「特定技能」の創設、
多様性･包摂性のある社会実現の動き、デジタル化の進展、気象
災害の激甚化等の社会経済情勢の変化を踏まえて、令和２年
９月に改訂

○ 改訂したプランを踏まえ、また、新型コロナウイルス感染症の拡大による
外国人住民への影響等に対応している新たな取組事例を入れて、
令和３年８月に公表

（１）コミュニケーション支援
①行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備
②日本語教育の推進
③生活オリエンテーションの実施

（２）生活支援
①教育機会の確保
②適正な労働環境の確保
③災害時の支援体制の整備
④医療・保険サービスの提供
⑤子ども・子育て及び福祉サービスの提供
⑥住宅確保のための支援
⑦感染症流行時における対応

（３）意識啓発と社会参画支援
①多文化共生の意識啓発・醸成
②外国人住民の社会参画支援

（４）地域活性化の推進やグローバル化への対応
①外国人住民との連携・協働による地域活性化の

推進グローバル化への対応
②留学生の地域における就職支援

（１）地方公共団体の体制整備
（２）地域における各主体との連携・協働

地域における多文化共生推進プラン（令和２年度） 多文化共生事例集（令和３年度版）

（１）コミュニケーション支援(17)
①一元的相談窓口の開設・運営 等(9)
②日本語教室での日本人住民と外国人住民の

交流の場の創出 等(6)
③生活設計支援冊子の作成 等(2)

（２）生活支援(53)
①就学前教室 等(12)
②技能実習生の受入環境の整備 等(9)
③災害時防災リーダーの養成 等(11)
④医療現場への「やさしい日本語」の導入と普及 等(5)
⑤外国人保護者とのコミュニケーション支援ツールの

作成 等(7)
⑥多言語対応が可能な不動産業者の紹介 等(3)
⑦動画を活用した情報発信 等(6)

（３）意識啓発と社会参画支援(12)
①外国人住民向けのガイドブックの作成と日本人向けの

ワークショップの開催 等(7)
②多文化共生キーパーソンを活用した地域づくり 等(5)

（４）地域活性化の推進やグローバル化への対応(9)
①観光分野における外国人住民の取組 等(4)
②大学とハローワークとの留学生就職支援協定の締結 等(5)

（５）多文化共生施策の推進体制の整備(6)
（１）多文化共生に係る連携体制の整備 等(3)
（２）広い主体と連携した指針・計画の策定 等(3)

[具体的な施策]

→ 引き続き、地域の実情を踏まえて多文化共生施策を推進するよう地方公共団体に依頼

[主な掲載事例] （ ）は事例の数

[多文化共生施策の推進体制の整備]

○総務省では、地方公共団体における多文化共生の推進に係る指針・計画の策定に資するため、「地域における多文化共生推進プラン」を策定し
ているほか、全国の多文化共生に係る取組の好事例を集めた「多文化共生事例集」を作成し、地域における多文化共生施策を促進。

具体的な事
例

▲外国人相談窓口の様
子

▲外国人防災リーダー養成研修の様子

▲アートプロジェクト（ワークショップ）の様
子

▲外国人住民が運営する会社によ
る

農業体験ツアーの様子

▲県と町が共催する「地域日本語教室」の様子

具体的な事
例

具体的な事
例

具体的な事
例

具体的な事
例
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事例 概要

外国人材を活用した

インバウンド誘致

（岐阜県美濃加茂市）

• 地域内の観光資源の再発見等をテーマにしたワークショップを開催。
• ワークショップには外国人住民が参加し、外国人ならではの視点を生かして、電動アシ

スト自転車での観光ルートを作成するなど、外国人旅行者により長く滞在してもらうた
めの対応策を検討。

観光分野における

外国人住民の取組

(大分県)

• 外国人住民が大分県杵築市に旅行会社を設立し、海外の学生向けに農業体験や農
家への宿泊など地元農家と連携したツアー旅行を企画。

• 人口減少・高齢化による耕作放棄地、森林、民家等の再生を手がけ、農村風景を保護
しながら、その風景を観光資源として活用。

ふくい外国人コミュニティリーダー

（福井県/（公財）福井県国際交

流協会）

• 県内在住の外国人に、地域での外国人住民と行政機関との橋渡し役となる「ふくい外
国人コミュニティーリーダー」を委嘱し、行政などが発信する生活・災害情報を母国語で
発信するとともに外国人住民の課題やニーズを行政に共有するなど、双方への情報発
信役として活動。

外国人住民との連携・協働による地域活性化等に係る事例

※. 総務省「多文化共生事例集」（令和３年度版）を基に作成
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高校卒業レベル
旧: ３,０００語程度

新: ４,０００
～ ５,０００語程度

高
等
学
校

15分程度の短時間学習の活用等を
含めた弾力的な時間割編成も可能

※CEFR：欧州評議会（Council of Europe）が示す、外国語の学習や教授等のためのヨーロッパ
共通参照枠を言う。英検との対照は日本英語検定協会が公表するデータによる。

・５領域を総合的に扱う科目群（英語コミュニケーションⅠ,Ⅱ,Ⅲ）、
ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄやﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等を通して発信力を高める科目群
（論理・表現Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）を設定

・授業は外国語で行うことを基本 （前回改訂より）

年間１４０単位時間（週４コマ程度）

・外国語で自分自身の考えや気持ちなどを伝え合う
対話的な活動を重視

・具体的な課題を設定するなどして、学習した語彙、表現
などを実際に活用する言語活動を充実

・授業は外国語で行うことを基本

５・６年 （教科） 年間７０単位時間（週２コマ程度）

・音声に十分慣れ親しんだ上で、段階的に「読むこと」
「書くこと」を加える

・指導の系統性を確保

３・４年 （活動） 年間３５単位時間（週１コマ程度）

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心

・外国語に慣れ親しませ、学習への動機付けを高める

中
学
校

小
学
校

・小学校の学習経験が十分
に生かしきれていない

・言語活動が十分でない

年間１４０単位時間
（週４コマ程度）

・学年が上がるにつれて意欲に課題
・学校種間の接続が不十分

英検３級程度以上の生徒
42.6％（目標５０％）*H30

英検準２級程度以上の生徒
40.2％（目標50％）*H30

年間３５単位時間
（週１コマ程度）

・音声を中心に英語に慣れ
親しんでいる

・中学校入学時の学習意欲
が向上

活動

高等学校で
旧: １,８００語程度

新: １,８００
～ ２,５００語程度

中学校で
旧:１,２００語程度

新:１,６００
～ １,８００語程度

・学習意欲、発信力に課題
・言語活動が十分でない

中
学
校

小
学
校

小・中・高等学校を通じた５つの領域別（ 「聞くこと」「読むこと」「話すこと［やり取り・発表］ 」

「書くこと」 ）の言語活動を通して、コミュニケーションを図る資質・能力を育成

高
等
学
校

小学校で
新: ６００

～ ７００語程度

CEFR※

Ｂ２
（英検準１級等）

Ｂ１
（英検２級等）

Ａ２
（英検準２級等）

Ａ１
（英検３級等）

高
校
生
の
た
め
の

学
び
の
基
礎
診
断

全
国
学
力
・

学
習
状
況
調
査

改善の
ための
PDCA

サイクル

【2019年度～】

【2019年度～】

※「聞くこと」「読むこと」
「書くこと」「話すこと」
に関する調査を実施

改善の
ための
PDCA

サイクル

旧学習指導要領
（ H20・21改訂 ）

小学校2020（令和２）年度、中学校2021（令和3)年度から全面実施、
高等学校2022年度（令和４年度)入学者より学年進行で実施

学習指導要領
（ H29・30改訂 ）

学習指導要領における小・中・高を通した外国語教育の改善 文部科学省
提供資料
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ALTがオンラインで
各校の授業に参加

姉妹校の生徒と
交流（青森市教育センター）

（北海道札幌国際情報高校）

ALTと生徒が
マンツーマンで対話

（山口県立華陵高校）

中山間地の生徒が
都市部のALTに
オンラインでスピーチ

（静岡市立大川小中学校）
（大田区立洗足池小学校）

（船橋市立船橋高校）

海外からの留学生に
オンラインで学校案内

ALTと生徒で
グループワーク

タブレット端末で音声を聞き、
個別学習で発音練習を行っている。

（京都教育大学附属桃山小学校）

・児童が日本の食べ物の特徴や味に関する表現をタ
ブレット端末を使って数分練習したり、語から連想す
る食べ物をペアで言い合う。
・絵と文字を見て、児童がどんどん単語を言っていく。
わからなければ、音声を聞くことも可能。

タブレット端末を
使用した個別の発音練習

タブレット端末を活用した
絵・文字・音声による単語学習

〇令和元年度から、GIGAスクール構想により、全ての小中学校等を対象に１人１台端末を整備。

〇令和６年度から、全ての小中学校等を対象に、小学校５年生から中学校３年生に英語のデジタル教科書を提供。

→ ネイティブの音声に触れる機会や海外の児童生徒との交流機会が拡充するなど、外国語教育はより一層充実。

1人1台端末を活用した外国語教育の充実

◆授業での「話すこと」「聞くこと」の活動の充実

◆ALTの授業への参画形態の多様化 ◆海外との交流活動の充実

文部科学省提供資料
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総務省・NICTにおける多言語翻訳技術の研究開発

Please tell me how to
get to the station.

音声入力 ネットワーク上のサーバへ
入力された音声を送信

音声出力
ネットワーク上のサーバから
翻訳された音声が戻ってくる

駅までの行き方を
教えてください。

ボイストラ(VoiceTra)アプリ

 総務省・NICTでは、長期間にわたり多言語翻訳技術の基礎研究を実施し、技術・ノウハウ等を蓄積。
 訪日・在留対応を想定した12言語について、AI技術活用により実用レベルの翻訳精度(TOEIC900点相当)を実現。

多言語音声翻訳アプリ

サーバ内の処理

音声認識
音声を文字に変換

機械翻訳
日本語を英語に翻訳

駅はどこですか Where is 
the station? 

音声合成
文字を音声に変換

日本語の
音声・文字コーパス

日本語と英語の
対訳コーパス

英語の
音声コーパス

深
層
学
習

深
層
学
習

深
層
学
習

対応言語(31言語)

重点対応言語（実用レベル）
訪日・在留外国人対応を想定した12言語

日本語
英語
中国語
韓国語
タイ語

インドネシア語

ベトナム語
ミャンマー語
フランス語
スペイン語

ブラジルポルトガル語
フィリピン語

クメール語 ネパール語 モンゴル語
（研究開発を通じて2024年度までに重点化予定）

アラビア語 イタリア語 ドイツ語
ヒンディ語 ロシア語

（令和３年度補正予算により2022年度末を目途に重点化）

ウクライナ語
（令和４年度補正予算により2023年度末を目途に重点化）

ウルドゥ語 オランダ語 シンハラ語
デンマーク語 トルコ語 ハンガリー語

ポーランド語 ポルトガル語 マレー語 ラーオ語

（業務利用の場合は民間サービスを検討ください。）
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多言語翻訳技術の社会実装

テキスト翻訳
NICT提供
スマホアプリ
（ボイストラ）

ライセンス契約により民間企業に利用を開放
→公的機関や民間企業等で幅広く活用

（30サービス以上が展開）

ポケトーク(株)
●「POCKETALK」

コニカミノルタ(株)
●「医療通訳MELON」

(株)NTTドコモ
●「はなして翻訳」

凸版印刷(株)
●「VoiceBiz」

RemoSpace(株)
●「eTalk5みらいPFモデル」

(株)川村インターナショナル
●「みんなの自動翻訳＠KI」

東芝デジタルソリューションズ(株)
●「DOCCAI翻訳」

(株)みらい翻訳
●「Mirai Translator」

(株)十印
●「T-tact AN-ZIN」

NTTコミュニケーションズ(株)
●「COTOHA Translator」

音声翻訳サービスの例

文書翻訳サービスの例

詳細については https://gcp.nict.go.jp/news/products_and_services_GCP.pdf を参照

 NICTにおいて翻訳エンジンを開発し、ライセンス契約により民間企業に利用を開放する仕組み構築。
 官公庁・自治体※のほか、防災・交通・医療等の幅広い分野において活用。

※多言語翻訳サービスの導入・運用経費を対象とした特別交付税措置等を活用して導入が進展
※地域の多文化共生推進のため、都道府県・政令市等に、翻訳技術の活用推進について通知(2021年4月)
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多言語翻訳技術における関係省庁・分野連携の取組

医療分野
法令・特許分野

労働分野

（音声翻訳） （テキスト翻訳）

製薬分野 金融分野

・厚労省（2020年～）

・金融庁（2021年～）
・SMBC日興証券（2020年～）
・日本財務翻訳（2019年～）

・法務省（2019年～）
・特許庁（2014年～）

・R&D Head Club※（2019年～）
・アストラゼネカ（2018年～）

・東大医学部付属病院
（2015年～）

製造分野
・トヨタ（2019年～）

自治体・教育分野
・全国の多数の市区町村、学校、
教育委員会（2017年～）

※製薬業界20社の日本開発部門責任者を
中心に構成される任意団体

 警察庁、金融庁、総務省、消防庁、法務省、外務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、特許庁、環境省、防衛省

 自治体においても、多言語翻訳サービスの導入・運用経費を対象とした特別交付税措置等を活用して導入が進展

金融庁が、国際金融セン
ターの取組の一環で、
NICTと連携した金融分野
のデータ収集と翻訳エンジ
ンを開発（2022.3.11報道発表）

厚労省が、労働分野の多言語用語
集と対訳データを作成し、翻訳技
術の精度向上のため総務省・NICT
に提供（2021.3.30報道発表）

公的機関による導入事例

地域の多文化共生推進のため、総務省から全都道府県・政令市等向けに、NICT翻訳技術の更なる活用の推進について通知発出（2021.4.23）

社会実装

（各省庁からの聞き取りを元に掲載）

 多言語翻訳技術は官民を問わず様々な分野で利活用が拡大。各分野での翻訳精度を向上させるため、
関係省庁・関係企業等との連携協力により、対訳データ（学習用データ）を収集する取組も実施。
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（参考）教育現場への導入事例

 外国人生徒だけでなく、保護者とのコミュニケーションにおいて、多言語音声翻訳の活用が進展。
 これにより、授業の円滑化だけでなく、現場負担の軽減にも貢献。

端末型の他、アプリでも提供

翻訳機能に加え、教育機関でよく使う定型文の訳文を
予め準備しており、すばやく参照可能

スマートフォンやタブレットで利用可能なアプリとして提供

凸版印刷㈱ 「VoiceBiz」ポケトーク㈱ 「ポケトーク」

手のひらサイズの翻訳機として、生徒本人だけでなく、保護者の
方々との連絡など幅広く利用可能

ソースネクスト社資料より
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今後の進め方
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「ＪＥＴ活用マニュアル」（平成１９年２月）の目次

「これぞ定番！」活用法 （入門編）

（1） 学校での定番活用法
 英語指導用ビデオ教材作成（山形県 村山市）

 中学生の海外派遣研修に係る国内事前研修（大分県
玖珠町）

 小学校英語指導法研修会（埼玉県 吉見町）
 その他の事例

（2） 定番！語学講座
 英会話教室（愛媛県 砥部町）
 親子教室への ALT 派遣（鹿児島県 長島町）
 小学生を対象とした夏休み英語教室（鳥取県 江府町）
 その他の事例

（3） 国際理解・交流イベントでの活用法
 国際理解出前講座（山形県）
 異文化交流講座・料理編（福井県 坂井市）
 国際交流キャンプ（千葉県 館山市）
 その他の事例

（4） これからの定番！「経済」「多文化共生」
 外国人向け英文情報誌の作成（北海道 旭川市）
 観光立村事業での活用（富山県 立山町）
 その他の事例

「チャレンジ！」達人の面白活用事例 （上級編）

（1） 奈良県 JET 青年連絡協議会（奈良県）

（2） 英語でハイキング（滋賀県）

（3）「ブラジル人学校における日本の生活・文化講習会」
－第 2 回／交通安全教室－（岐阜県）

（4） 消防組合職員対象の英会話教室（青森県 弘前市）

（5） 小・中・高校の連携による英語劇指導（愛知県）

（6） 適応指導教室への ALT 派遣（三重県 伊賀市）

（7） 市民への英会話テレホンサービス“ハローフレンズ”（兵庫
県 三木市）

（8） 英語ガイドボランティア団体との交流（長野県 上田市）

（9） 学童保育への JET 派遣「めだかの学級」（福岡県 行橋
市）

（10） 外国語での対応が可能な医療機関のデータベース化
（新潟県）

16



事例集の項目案

17

（１）外国語教育の充実に資する事例

• 授業内の外国語教育に資する取組（教材作成、指導法、外国語教員への研修等）

• 授業以外の外国語教育に資する取組（スピーチコンテスト指導、外部外国語試験指導等）

• 授業以外の異文化理解・国際交流等の取組（文化祭等のイベント、部活動その他の課外活動等）

• JET-ALTが力を発揮しやすくなる体制づくり等の取組

• 夏季等の長期休業期間中のJET-ALTの活動等の取組 等

（２）地域の国際化に資する事例

• 地域の異文化理解・国際交流に資する取組（住民等向け語学講座、異文化交流イベント等）

• JET-ALTが参加する地域活性化に資する取組

（地域の魅力発掘・情報発信、インバウンド向け観光振興、地域の課題解決・地域づくり等）

• 多文化共生に資する取組

（地域に居住・滞在する外国人の生活支援、コミュニケーション支援、社会参画支援に資する取組等）

• 教育委員会と国際交流担当部局又は地域国際化協会等が連携している取組 等



事例調査案（外国語教育の充実に資する事例）
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事例調査案（地域の国際化に資する事例）
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スケジュール案

20

令和５年２月 ３月 ４月 ５月 ６月

ＷＧ
第１回 第２回 第３回

事例調査
･作成作業

事例調査 事例集案作成

掲載候補事例の提示、
事例集骨子案に関す
る議論

事例調査の内容･事
例選定の視点等に関
する議論

事例集案のとりま
とめに関する議論
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論点（本日ご議論いただきたいこと）

○事例集の掲載項目・掲載すべき事例

（１）外国語教育の充実に資する事例
（２）地域の国際化に資する事例

○調査・事例選定の進め方

○事例選定の視点

• （先進的な取組や他の地域でも抱えている課題に対応した取組など）他の自治
体のモデルとして参考になる取組

• 地域の特性を踏まえた独自の発想や地域の実情に合わせて創意工夫した取組

• 他の多様な主体（JET-ALT、CIR、SEA、JET経験者、地域国際化協会、地域団体、
NPO、地域の外国人コミュニティ等）と連携・協働した取組

• 地域の国際化推進に効果的であり、一定の成果が上がっている取組

○推薦事例 等
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